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１． 背景  

福井県は、嶺南地域を中⼼に、原⼦⼒をはじめ再エネを含む様々なエネルギーを活⽤し
た地域経済の活性化やまちづくりを目指し、⼈・企業・技術・資⾦（投資）が集まるエリア
形成を図ることを基本理念として、令和 2 年度に嶺南 E コースト計画を策定した。その基
本戦略の 1 つである原⼦⼒リサイクルビジネス（デコミッショニングビジネスの育成）について、
これまで実現可能性調査や施設の仕様調査、関係機関（経済産業省 発電⽤原⼦炉
設置者、地元商工会（会議所）、地元市町）が参画したタスクフォース等により、事業
化に向けた検討を実施してきた。本事業は、複数の原⼦⼒発電所から廃炉等に伴い発生
する廃棄物の円滑な処理や資源の有効利活⽤ さらに地域産業の活性化や原⼦⼒⼈
材の確保に資する等の観点から、福井県が中⼼となって推進するものである。本事業で計
画している事業の内容やクリアランス（以下、「CL」という）処理が、「核原料物質 核燃
料物質及び原⼦炉の規制に関する法律 （以下  規制法」という）に基づく既存の許認
可プロセスの枠内で実施可能であることを確認するため、意⾒交換をお願いしたい。 

なお、以下で説明する事業は検討中のものであり、関係者との調整により変更の可能性
がある。 

２． 原⼦⼒リサイクルビジネスの概要 

本事業は、新たに⽴ち上げる事業体（以下、「企業連合体」という）が、複数の原⼦
⼒発電所から CL 推定物（除染等の前処理を施すことにより CL 物として処理できると想
定される放射性廃棄物）を収集し、細断・除染・溶融・放射能測定等の処理作業を⼀
拠点で集中化し、CL 検認後、リサイクルすること（以下、「CL 集中処理事業 という）を
目指している（添付２－１）。 

（１）CL 集中処理事業の運⽤ 管理 
CL 集中処理事業は、既存の原⼦⼒事業と同様に、規制法に基づき、施設設計、

放射線管理等を⾏う。 

なお、放射性廃棄物の集中管理はこれまでにも特定廃棄物管理施設として国内で
既に実績があるが、本事業で取り扱う放射性廃棄物は放射能濃度が低く、施設内で
取り扱う放射能量を 3.7TBq 未満（特定廃棄物管理施設に該当しない）となるよ
うに受⼊れを⾏う。 
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   ① 本事業で扱う CL 推定物 
 本事業で扱う CL 推定物の材質は主に鉄、SUS 材等の⾦属材質である。 

   ② CL 推定物の受渡し 
 発電⽤原⼦炉設置者から本事業への CL 推定物の受渡しは、「核燃料物

質等の工場⼜は事業所の外における運搬に関する規則」及び「核燃料物質
等の工場⼜は事業所の外における廃棄に関する規則」に則って⾏う。 

 本事業側での CL 推定物の受⼊れは、本事業で定める WAC（Waste 
Acceptance Criteria:廃棄物受⼊基準）内であることを、発電⽤原⼦炉
設置者が提示する搬出データを⽤いて確認する（添付２－２）。 

   ③ 本事業における管理 
 本事業では、CL 推定物の受⼊れから開梱、除染、分別、細断、溶融、CL

の測定・評価までを規制法に基づく放射線管理区域内で実施する施設を設
ける。 
管理区域内は、「汚染のおそれがある管理区域 と「汚染のおそれのない管理
区域」とに区分し、放射性物質による汚染が広がらないように措置を講ずる
（添付２－３）。 

 本事業における測定・評価後の CL 推定物は、非管理区域の保管庫におい
て、異物混⼊防⽌措置を施した上で保管管理する。 

 本施設の汚染のおそれのある管理区域からの排気は、建屋換気系フィルタ⼜
は排ガスフィルタにて放射性物質を捕集しモニタにて監視することにより周辺公
衆の安全を確保する。なお、除染等で液体を使⽤しないことから廃液は発生
しない設計とする。 

 ⼀方、除染、放射能測定等で CL 推定物から分離した放射性廃棄物は、
発生した発電所ごとに分別し、保管廃棄施設である廃棄物保管棟で保管
廃棄する。 

 また、本施設の運営に伴い発生する二次廃棄物（廃フィルタ、汚染防護服
等）も、本施設に附帯する廃棄物保管棟にて保管し、本施設の廃⽌措置
の完了までに廃棄事業者に廃棄する。その場合は、改めて事業所外廃棄の
⼿続きを⾏う。このため、運営期間中に発生する放射性廃棄物を保管できる
容量を確保した設計とする。 
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    ④ 検認前溶融 
 CL 推定物は、溶融炉（容量 10 トン程度）に投⼊できるサイズに仕分

け・細断したうえで溶解する。 
 本施設では、複数の発電⽤原⼦炉設置者から CL 推定物を受⼊れるため、

CL 測定及び評価方法の認可を念頭におき、キャンペーン処理方式（発生
した発電所ごとにまとめて溶融処理を⾏う方式）とし、汚染性状の混在を防
⽌する措置を講じる。なお、本事業では、クリアランス認可申請書の準備に必
要なデータを発電⽤原⼦炉設置者から受領する。 

 施設は概ね 2,000 トン/年の処理能⼒を有する設備設計とし、運転時間は、
⽴ち上げ、溶融、鋳込み、⽴ち下げを含め約８時間/⽇程度とする。 

 放射能測定に⽤いる試料は溶湯からサンプリングし、予め認可された「CL 測
定及び評価の方法」に基づき、Ge半導体検出器等で、放射能濃度測定及
び核種分析を⾏う。 

【溶融を⾏うことの意義】 
 溶融に伴い、核種の⼀部は排ガスやスラグに移⾏することを踏まえると、考慮

する核種が明確になるため、評価対象核種が絞られる。 
 既往の認可申請案件において主要な核種として選定されている Co-60 は溶

融⾦属中に残留し、均⼀に分布することから、溶湯の⼀部を測定単位として
サンプリングすることで評価単位全体を代表することができる。 

 溶融に伴い減容され、インゴットとなるため扱いやすい形状になる。 
 現状、廃棄物の形状が様々であるため、測定の不確かさを考慮した保守性

を⾒込んだ評価⼿法とする必要があるが、溶融処理により測定の不確かさの
⼩さな形状となるため、測定の精度向上が図ることができる。 

３． 利⽤政策上の位置付け 

（１）本事業の実現性 
廃⽌措置に伴い⼤量に発生する CL 推定物を企業連合体が処理することにより、

発電⽤原⼦炉設置者は、原⼦⼒発電所からCL 推定物を搬出し、保管スペースを確
保することができ、円滑な廃⽌措置につながると考える。また、本事業における CL 集中
処理は、クリアランス⾦属の普及による⾦属資源の有効利活⽤と CO2 削減、最終処
分の削減に繋がり、循環型社会やカーボンニュートラル、環境保全などに寄与するもの
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と考えている。 
令和 4 年 6 ⽉の「福井県 原⼦⼒発電所の⽴地地域の将来像に関する共創会

議」において資源エネルギー庁がまとめた「将来像の実現に向けた基本方針と取組」で
は、廃炉・リサイクルビジネスの産業化が国のリーディングプロジェクトとして位置づけられ
ており、福井県主導のもと、国、発電⽤原⼦炉設置者の積極的な協⼒が得られてい
る。 

さらに、本事業の実現のためには、地元企業などのステークホルダーの理解が必要で
あるため、令和 4 年度までに CL 物及び本事業の理解活動として開催したステークホ
ルダーミーティングに延べ 91 社が参加するなど、地元企業のリサイクルビジネスへの関⼼
は高い。 

また、本事業で産出される CL 物の再利⽤には、市場流通の環境整備 国⺠の理
解促進が重要であり、国（資源エネルギー庁）や電⼒事業者等が緊密に連携し、⽇
本各地で取り組みを進めている。その中でも、福井県では 2020 年度より解体廃棄物
の再利⽤を「嶺南Ｅコースト計画」の中に位置付け、経済産業省の委託事業等を活
⽤しながら、県⺠の理解がより進むよう原⼦⼒発電所外における CL 物の再利⽤を進
めている（添付３－１）。こうした取組みにより、福井県内における CL 物の再利⽤
に関する理解は⽴地市町 企業、住⺠へ定着しつつあると認識している。 

なお、令和４年度に集中処理施設に係る概念検討を実施し、事業に必要となる
設備類や施設の設置イメージ、処理フロー等についても整理できている状況である。 

以上より、本事業の実現性は十分に高いものと考える。 

（２）本事業のスケジュール 
本事業の実施に向け、以下について順次対応を⾏っていく。 

 現⾏法令に基づく審査が可能との⾒通しを得られた後、速やかに企業連合体の
設⽴に向けた⼿続きを進める。 

 企業連合体設⽴後は遅滞なく施設詳細設計を⾏い、事業許可申請を⾏う。 
 事業許可が得られた後、施設の設置、CL 認可申請のための試験の実施・データ

取得を⾏い、CL 認可申請を⾏う。 
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４． 法制論の整理 

（１）企業連合体の許認可 
 本事業は、発電⽤原⼦炉設置者から事業所外廃棄として受け⼊れた放射性廃

棄物を処理するため、規制法第五十⼀条の二第１項第三号に基づく「廃棄物
管理の事業」の許可を受け、同法に則した設計 運⽤ 管理を⾏う。 

 本事業で取り扱う放射性廃棄物は放射能濃度が低く、施設内で取り扱う放射
能量を 3.7TBq 未満となるように受⼊れを⾏うため、特定廃棄物管理施設に該
当しない。 

 本事業の保安のために必要な措置は、規制法第五十⼀条の十八に基づく「保安
規定」に定めて実施する。 

（２）発電⽤原⼦炉設置者の許認可 
放射性廃棄物の管理責任については、発電⽤原⼦炉設置者から企業連合体

（廃棄物管理事業者）へ事業所外廃棄されるまでは発電⽤原⼦炉設置者に管理
責任があり、事業所外廃棄後は企業連合体に管理責任が移管する。具体的には、
発電⽤原⼦炉設置者が発電所の放射性廃棄物を事業所外廃棄することを、また企
業連合体が放射性廃棄物を受け取り処理することを、保安規定で担保する。 

なお、企業連合体から発電⽤原⼦炉設置者に、将来、放射性廃棄物が返還され
る際には、発電⽤原⼦炉設置者は新たに廃棄事業の許可を取得する。 

５． 技術論の整理 

（１）汚染の混合・希釈について 
発電⽤原⼦炉設置者は、「工場等において⽤いた資材その他の物に含まれる放射

性物質の放射能濃度が放射線による障害の防⽌のための措置を必要としないもので
あることの確認等に関する規則」（以下、「CL 規則」という）に基づき、現⾏の審査基
準（令和 3 年 9 ⽉ 29 ⽇改正）別記 1 号の 33 種類の放射性物質のうち、汚染
性状を踏まえて選定する評価対象核種の放射能濃度が、企業連合体が⾏う除染及
び溶融に伴う核種移⾏を考慮した場合に、CL 規則の基準を満⾜することが⾒込まれ
る CL 推定物を選定し、搬出する計画である。 

企業連合体は、これら CL 規則の基準を満⾜すると⾒込まれる CL 推定物を受け
⼊れ、その範囲内で分別や除染、溶融処理を実施した後、測定及び評価する計画で

5



 
 

あり、CL 規則の基準を超過するものを意図的にクリアランスする混合 希釈⾏為に該
当するものではない。 

なお、本事業では汚染性状の異なる CL 推定物を混合することを防⽌するために、
発生した発電所ごとにまとめる等のキャンペーン方式で処理を⾏う。 

（２）測定及び評価の方法について 
本事業では、CL の測定及び評価の方法を、現⾏の審査基準に従い、既往の CL

認可案件と同様に扱えるよう、以下に示すとおりに定め、CL認可申請する。（添付５
－１） 

また、既往の CL 認可案件にない新たな要素として「溶融処理 を導⼊するが、既
往の CL 認可案件の除染処理による核種組成への影響を確認することと同様に、当
該溶融処理を適切に考慮した測定・評価方法としていることの技術根拠を示しつつ、
現⾏の審査基準を満⾜するよう、サンプルの代表性を適切に考慮して認可を得る計
画としている。 

本事業において、以下のような考え方のもとで必要な技術データを示し、溶融処理
に伴う影響を確認する。 

① 溶融処理時の放射能の保持 移⾏挙動を踏まえた測定・評価 
 溶融処理を⾏う場合、既往の研究⽂献から、既往の CL 認可案件において

主要な核種として選定されている Co-60 は溶融⾦属中に残留し、均⼀に分
布することが示されている。また、その他⼀部の核種は、溶融により排ガスやス
ラグに移⾏ 残留する。 

 本事業では、これらの核種の保持 移⾏特性に係る挙動について、既往の研
究⽂献や新たな試験等により明確にし、CL 推定物の測定・評価を⾏う時点
の放射能濃度が適切に決定できる核種や測定・評価の方法を選定する。 

② 溶融処理による評価単位の均⼀性を踏まえた測定・評価 
 本事業では、溶融後の⾦属（インゴット）及び溶湯中における評価対象核

種が均⼀に分布する挙動について、既往の研究⽂献や新たな試験等により
明確にし、局所汚染の影響が除外され均⼀性が確保された評価単位である
溶湯全体から⼀部の試料を分取し、代表サンプルとして測定・評価する方法
を採⽤する。 

以上
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N
G

測
定

結
果

測
定

結
果

8



Ｃ
Ｌ
集
中
処
理
施
設
に
お
け
る
管
理
区
域

汚
染
の
お
そ
れ
の
あ
る
管
理
区
域

汚
染
の
お
そ
れ
の
な
い
管
理
区
域

溶
融

処
理

設
備

等
配

置
図

案
建

屋
面

積
：
約

7
,2

5
0
m

2

9



•
CL
物
の
再
利
用
に
は
、
市
場
流
通
の
環
境
整
備
、

、
国
（
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
）
、
地
方
自
治
体
及
び
電
力

事
業
者
が
密
に
連
携
し
、
日
本
各
地
で
取
り
組
み
を
進
め
て
い
る
。

•
福
井
県
で
は
、
20
20
年
度
よ
り
解
体
廃
棄
物
の
再
利
用
を
「
嶺
南
Ｅ
コ
ー
ス
ト
計
画
」
の
中
に
位
置
付
け
、
経
済
産
業
省
の
委
託
事
業
等
を
活

用
し
な
が
ら
、

CL
物
の
再
利
用
を
進
め
て
い
る
。

•
今
後
、
さ
ら
に
CL
物
の
製
品
拡
充
や
、
理
解
者
の
拡
大
を
計
り
、
福
井
県
内
で
の
CL
物
再
利
用
の
社
会
定
着
化
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
を
検
討

し
て
い
る
。

福
井

南
高

校

敦
賀

工
業

高
校

屋
外

用
ブ

ラ
ケ

ッ
ト

照
明

防
犯

灯

若
狭

サ
イ

ク
リ

ン
グ

ル
ー

ト

サ
イ

ク
ル

ラ
ッ

ク

福
井

大
学 文

京
キ

ャ
ン

パ
ス

敦
賀

キ
ャ

ン
パ

ス

関
⻄

電
⼒

原
⼦

⼒
事

業
本

部
ベ

ン
チ

大
飯

発
電

所

バ
ル

ブ

勉
強

会
の

様
⼦

（
20

22
/9

/2
 お

お
い

町
商

工
会

地
元

企
業

勉
強

会
）

勉
強

会
の

様
⼦

（
20

22
/9

/1
3 

高
浜

町
住

⺠
勉

強
会

）

福
井
県
内
で
の
Ｃ
Ｌ
物
再
利
用
の
状
況

10



ク
リ
ア
ラ
ン
ス
の
測
定
・
評
価
方
法
（
既
往
の
手
法
と
検
認
前
溶
融
手
法
の
比
較
）

本
事
業
で
は
、
既
往
の
認
可
案
件
と
同
様
、
以
下
に
示
す
よ
う
な
方
法
で
「
審
査
基
準
」
に
則
り
実
施
す
る
こ
と
を
計
画
。

既
往
認
可
案
件
に
な
い
新
た
な
要
素
と
し
て
「
溶
融
処
理
」
を
導
入
す
る
が
、
既
往
認
可
案
件
の
除
染
処
理
に
係
る
影
響
評
価
と
同
様
、
当
該
処
理
が
測
定
・
評
価
方
法
に

影
響
を
与
え
な
い
、
も
し
く
は

当
該
処
理
を
適
切
に
考
慮
し
た
方
法
と
し
て
い
る
こ
と
の
技
術
根
拠
を
示
し
つ
つ
、
現
行
基
準
に
導
入
さ
れ
た
「
代
表
サ
ン
プ
ル
測
定
」

等
の
要
求
事
項
を
適
切
に
考
慮
し
て
認
可
を
得
る
計
画
。

放
射

能
濃

度
確

認
対

象
物

の
種

類
及

び
推

定
  

 
総

重
量

（
四

１
）

放
射

能
濃

度
確

認
対

象
物

 
発

生
及

び
汚

染
の

状
況

（
四

２
、

３
）

評
価

対
象

核
種

（
五

）
放

射
線

測
定

装
置

の
種

類
及

び
測

定
条

件
（

八
）

⼤
飯

発
電

所
１

・２
号

炉
燃

料
取

替
⽤

水
タン

ク
（

１
号

炉
 

胴
板

 
天

井
板

 ２
号

炉
 

胴
板

）
約

70
トン

当
該

設
備

 
使

⽤
期

間
 

管
理

状
況

の
説

明
と、

二
次

的
な

汚
染

で
汚

染
 

  
  

 
 

運
転

 
履

歴
 

核
種

分
析

結
果

を
基

に
、実

機
デ

ー
タに

よ
り、

Co
-6

0の
D

/C
が

最
⼤

値
で

あ
る

こと
を

確
認

。

CL
対

象
範

囲
の

汚
染

状
況

調
査

の
結

果
、二

次
的

汚
染

に
お

け
る

主
要

な
放

射
性

物
質

は
Co

-6
0で

、C
o-

60
の

D
/C

が
1/

33
以

下
、か

つ
放

射
能

濃
度

 
概

 
均

⼀
 

 
 

  
か

ら評
価

に
⽤

い
る

核
種

は
Co

-6
0の

１
種

類
。

Co
-6

0は
、γ

核
種

で
あ

る
こと

か
ら

Ge
波

高
分

析
器

で
測

定
。

D
/C

が
1/

33
以

下
で

あ
る

こと
を

確
認

す
る

た
め

に
検

出
限

界
値

相
当

で
2×

10
-3

Bq
/g

以
下

とな
る

よ
うに

、
測

定
時

間
（

約
5万

秒
）

を
設

定
。

既
往

 
認

可
案

件
 

例
（

⼤
飯

１
 ２

号
燃

料
取

替
⽤

水
  

 他
）

Ｃ
Ｌ

認
可

申
請

書
の

主
な

記
載

（
）

内
の

番
号

は
CL

認
可

申
請

書
の

項
目

番
号

A発
電

所
B系

統
C設

備
等

前
項

 
踏

 
 

 評
価

対
象

核
種

 放
射

能
濃

度
 

決
定

 
 

方
法

 評
価

単
位

 
 溶

融
炉

 
特

性
 

適
切

 
考

慮
  

評
価

 
 

 説
明

・溶
融

に
よ

り汚
染

核
種

が
均

質
に

分
布

 特
定

 
核

種
 

挙
動

（
揮

発
 

 
  

 
 

移
⾏

）
 

考
慮

・溶
融

炉
を

10
トン

で
計

画
（

評
価

単
位

）

・汚
染

状
況

や
溶

融
均

質
化

等
を

踏
ま

え
た

測
定

・評
価

方
法

-均
質

化
を

考
慮

した
サ

ンプ
リン

グ
に

よ
る

測
定

・評
価

方
法

-裕
度

 
適

切
 

考
慮

汚
染

の
状

況
の

説
明

は
既

申
請

と同
内

容

今
回

計
画

す
る

方
法

各
設

置
者

か
らの

CL
推

定
物

を
混

在
 

 
  

  
 

 
  

処
理

発
電
用
原
子
炉
設
置
者

A

評
価

単
位

（
六

）
放

射
能

濃
度

 
決

定
 

 
方

法
（

七
）

タン
ク胴

板
は

接
液

部
で

⼀
様

に
汚

染
して

い
た

が
、

放
射

能
濃

度
 

検
出

限
界

以
下

 
 

 
 

  
除

染
した

こと
か

ら、
汚

染
状

況
は

概
ね

均
⼀

。天
井

板
の

汚
染

は
、雰

囲
気

に
よ

る
も

の
で

、極
僅

か
で

あ
る

こと
か

ら、
汚

染
状

況
は

概
ね

均
⼀

。解
体

、保
管

状
況

か
ら評

価
単

位
（

10
トン

以
下

）
とし

、評
価

に
⽤

い
る

放
射

性
物

質
の

D
/C

（
Co

-6
0）

が
1/

33
以

下
で

、か
つ

概
ね

均
⼀

で
あ

る
こと

か
ら、

評
価

単
位

毎
に

⼀
つ

の
測

定
単

位
。

溶
融

処
理

 
 

 
新

 
 

必
要

 
内

容
（

新
規

事
業

主
体

が
準

備
）

11



溶
融
後
の
均
質
化
に
係
る
国
内
研
究
事
例

0

0.
51

1.
52

2.
53

M
b

S1
S2

S3
S4

S5

系
列
1

系
列
2

系
列
3

炭
素

鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

炭
素

鋼
＋

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

溶
湯

サ
ン

プ
ル

容
器

サ
ン

プ
ル

イ
ン

ゴ
ッ

ト
サ

ン
プ

ル
Co濃度（% ）

【
文

献
中

の
数

値
（
T
ab

le
 3

）
を

グ
ラ

フ
化

し
た

も
の

】

金
属

廃
棄

物
の

溶
融

均
質

化
に

係
る

試
験

装
置

の
概

要

イ
ン

ゴ
ッ

ト
遠

心
鋳

造
容

器

分
析

サ
ン

プ
リ

ン
グ

位
置

溶
湯

お
よ

び
固

化
製

品
か

ら
採

取
し

た
サ

ン
プ

ル
の

化
学

分
析

結
果

固
化

製
品

炭
素

鋼

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

炭
素

鋼
＋

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

【
補
足
】

12



廃
棄
物
一
時
保
管

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
対
象
金
属

分
断
、
切
断
、

除
染

メ
タ
ル

部

ス
ラ
グ

部

サ
ン
プ
リ
ン
グ

溶
融

２
次

廃
棄
物

C
L製

品

保
管

C
L測

定
・
評
価

（
保
管
中
の

減
衰
考
慮
）

ダ
ス
ト

排
ガ
ス

汚
染
金
属
の
溶
融
処
理
に
係
る
技
術
情
報
（
溶
融
処
理
プ
ロ
セ
ス
に
係
る
既
往
知
見
：
均
一
性
、
代
表
性
に
つ
い
て
）

ス
ラ
グ

搬
出

C
L測

定
・
評
価

サ
ン
プ
リ
ン
グ
の

代
表
性
に
つ
い
て

B、
C、

D

均
一
性

に
つ
い
て

A、
B、

C、
D

文
献

文
献

名
、

出
所

実
施

機
関

概
要

溶
融

後
金

属
等

の
均

一
性

に
係

る
内

容

A
放

射
性

金
属

の
溶

融
基

礎
試

験
,

R
A

N
D

E
C

技
報

N
o
.9

,
D

e
c
. 1

9
9
3

原
研

東
海

〇
J
P

D
R

解
体

廃
棄

物
及

び
R

Iト
レ

ー
サ

ー
を

添
加

し
た

模
擬

廃
棄

物
の

２
種

類
の

試
験

体
を

用
い

た
試

験
を

実
施

〇
試

験
体

の
概

要
a)

J
P

D
R

解
体

廃
棄

物
（C

o
-6

0主
）

・表
面

汚
染

密
度

：2
E
-3

～
6B

q
/
cm

2

・
放

射
化

物
：
1
～

1
2
5
B

q
/
g

b
)R

Iト
レ

ー
サ

ー
模

擬
廃

棄
物

・
使

用
R

I核
種

：
M

n
-
5
4
,C

o
-
6
0
,Z

n
-
6
5
,S

r-
85

,C
s-

1
3
7
,N

i-
6
3
（
6
核

種
）

・使
用

放
射

能
量

：約
15

M
B

q
/試

験
〇

試
験

装
置

の
概

要
・溶

融
炉

：高
周

波
誘

導
炉

（出
力

35
0k

W
,容

量
0.

5
to

n）

・金
属

塊
に

残
留

す
る

核
種

の
ば

ら
つ

き
は

10
%以

内
で

あ
り

、
ほ

ぼ
均

一
に

分
布

し
、

核
種

依
存

な
し

・溶
融

生
成

物
の

重
量

割
合

：メ
タ

ル
96

-9
7%

、
ス

ラ
グ

1
-
4
%
,、

ダ
ス

ト
0
.1

%
未

満

B
放

射
性

金
属

廃
棄

物
の

溶
融

・有
効

利
用

技
術

開
発

,
R

A
N

D
E
C

技
報

N
o
.1

1
, 
N

o
v.

1
9
9
4

三
菱

マ
テ

リ
ア

ル
・廃

棄
物

ド
ラ

ム
缶

内
張

り
材

へ
の

再
利

用
を

目
的

・
R

I（
M

n
-
5
4
,C

o
-
6
0
, Z

n
-
6
5
,S

r-
8
5
,C

s-
1
3
7
）
を

用
い

た
模

擬
溶

融
試

験
を

実
施

・海
外

の
動

向
を

併
記

・製
品

（ド
ラ

ム
缶

内
張

り
）中

の
放

射
能

濃
度

は
均

一
と

み
な

せ
る

・溶
湯

サ
ン

プ
ル

の
放

射
能

濃
度

に
基

づ
い

て
製

品
中

濃
度

を
決

定
で

き
る

C
模

擬
雑

固
体

廃
棄

物
の

溶
融

挙
動

と
固

化
体

の
特

性
,

J
A

E
R

I-
R

e
se

ar
c
h
 2

0
01

-
0
0
1
,

原
研

東
海

、
IH

II
、

日
本

ガ
イ

シ

・1
)プ

ラ
ズ

マ
/高

周
波

誘
導

複
合

加
熱

、
2)

高
周

波
誘

導
加

熱
の

２
種

類
の

方
式

・
ト

レ
ー

サ
(C

o
,C

s)
試

験

・金
属

層
中

の
C

o
は

均
一

に
分

布
・ス

ラ
グ

層
中

の
C

sは
加

熱
方

式
に

影
響

を
受

け
、

誘
導

加
熱

方
式

で
は

均
一

に
、

複
合

加
熱

方
式

で
は

15
-

30
%の

分
布

あ
り

・ト
レ

ー
サ

添
加

後
、

40
分

間
程

度
の

溶
融

保
持

後
の

サ
ン

プ
ル

採
取

で
代

表
性

を
担

保
で

き
た

・こ
の

時
間

は
溶

融
条

件
に

依
存

す
る

こ
と

か
ら

、
使

用
す

る
溶

融
装

置
で

の
事

前
確

認
が

必
要

D
T
h
e
 V

e
ri
fi
c
at

io
n
 t

e
st

s
o
f 
th

e
 

m
e
lt
in

g 
c
o
n
d
it
io

n
s 

fo
r 

h
o
m

o
ge

n
iz

at
io

n
 o

f 
m

e
ta

lli
c
 

L
L
W

 a
t 

th
e
 J

A
E
A

, J
. o

f 
N

u
c
l. 

&
 T

e
c
. V

o
l.5

3
, 
2
0
1
6

J
A

E
A

原
科

研
・高

減
容

施
設

に
係

る
イ

ン
ゴ

ッ
ト

及
び

廃
棄

物
容

器
製

造
時

の
金

属
内

核
種

均
一

性
に

係
る

確
証

試
験

を
実

施
・
C

o
を

ト
レ

ー
サ

ー
添

加

・金
属

が
完

全
に

溶
融

（1
55

0-
16

38
℃

）し
た

後
に

は
、

金
属

内
の

元
素

、
ト

レ
ー

サ
ー

は
ほ

ぼ
均

一
で

あ
っ

た
・金

属
が

完
全

に
溶

融
し

た
後

に
は

、
溶

融
保

持
時

間
に

依
存

せ
ず

均
一

な
サ

ン
プ

ル
採

取
が

可
能

E
コ

ー
ル

ド
・ク

ル
ー

シ
ブ

ル
に

よ
る

解
体

金
属

の
溶

融
技

術
に

つ
い

て
,

R
A

N
D

E
C

技
報

N
o
,1

6
, J

u
l.1

9
9
7

R
A

N
D

E
C

、
住

金
・耐

火
材

を
必

要
と

し
な

い
冷

却
る

つ
ぼ

を
用

い
た

コ
ー

ル
ド

ク
ル

ー
シ

ブ
ル

溶
融

炉
に

よ
る

解
体

金
属

の
減

容
や

除
染

、
再

利
用

に
向

け
た

基
礎

試
験

と
し

て
実

施

・
な

し

F
T
h
e

M
e
ta

l R
e
c
yc

lin
g 

P
ro

c
e
ss

 
an

d 
N

u
c
lid

e
 D

is
tr

ib
u
ti
o
n
, 

S
ym

p
o
si

u
m

 o
n
 R

e
c
yc

lin
g 

o
f 

m
e
ta

ls
, A

p
r.
 2

0
1
4

S
tu

d
sv

ik
N

u
c
l. 

A
B

・原
子

力
施

設
の

低
レ

ベ
ル

金
属

廃
棄

物
処

理
の

た
め

の
ス

タ
ズ

ビ
ッ

ク
の

処
理

施
設

で
処

理
さ

れ
た

52
00

ト
ン

の
炭

素
鋼

及
び

ス
テ

ン
レ

ス
鋼

等
に

つ
い

て
、

処
理

過
程

に
お

け
る

放
射

能
移

行
挙

動
の

概
要

が
ま

と
め

ら
れ

て
い

る

・
な

し

搬
出

（
放
射
性
廃
棄
物
）

【
補
足
】
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汚
染
金
属
の
溶
融
処
理
に
係
る
技
術
の
検
証
（
溶
融
処
理
プ
ロ
セ
ス
に
係
る
既
往
知
見
：
均
一
性
、
代
表
性
に
つ
い
て
）

本
事
業
の
施
設
設
計
等
に
基
づ
き
、
事
業
の
対
象
と
す
る
CL
対
象

物
を
想
定
し
、
本
事
業
が
安
全
か
つ
確
実
に
実
施
で
き
る
こ
と
を
、

具
体
的
な
評
価
に
よ
っ
て
示
し
、
審
査
を
受
け
る

審
査
の
対
象

・
事
業
許
可
：
扱
う
放
射
能
に
係
る
安
全
性
（
溶
融
処
理
に
よ
る
周

辺
公
衆
へ
の
影
響
評
価
を
含
む
）

・
CL
測
定
・
評
価
：
溶
融
金
属
及
び
ス
ラ
グ
中
の
放
射
能
挙
動

⇒
下
記
事
項
を
行
い
知
見
を
拡
充

・
既
往
の
試
験
研
究
文
献
か
ら
必
要
な
情
報
を
拡
充

実
機
建
設
後
、
試
運
転
を
通
し
て
そ
れ
ら
の
知
見
の
整
合
性
を
確
認

適
合

性
審

査
操 業 ま で の

ス テ ッ プ

CL 集 中 処 理

事 業 者

既
往

知
見

〔
A～

D〕
※

審
査
資

料

許
認

可
申

請
申

請
準

備
許

可
（
事

業
許

可
）

＜
廃

棄
物

管
理

施
設

設
置

 
 

 
  

 
溶

融
処

理
技

術
 

検
証

＞

建
設

知
見
拡

充

認
可

（
保

安
規

定
）

操
業

廃
棄
物
一
時
保
管

ク
リ
ア
ラ
ン
ス
対
象
金
属

分
断
、
切
断
、

除
染

メ
タ
ル

部

ス
ラ
グ

部

サ
ン
プ
リ
ン
グ

溶
融

２
次

廃
棄
物

C
L製

品

保
管

C
L測

定
・
評
価

（
保
管
中
の

減
衰
考
慮
）

ダ
ス
ト

排
ガ
ス

ス
ラ
グ

搬
出

C
L測

定
・
評
価

サ
ン
プ
リ
ン
グ
の

代
表
性
に
つ
い
て

B、
C、

D

均
一
性

に
つ
い
て

A、
B、

C、
D

搬
出

（
放
射
性
廃
棄
物
）

事 業 に 必 要 な 知 見 や 対 応

既
往
の
試
験
研
究
の
知
見

※
か
ら
、
本
事
業

で
採
用
す
る
「
測
定
前
金
属
溶
融
」
で
の
、

「
代
表
サ
ン
プ
リ
ン
グ
」
の
手
法
は
蓋
然
性

が
高
い
も
の
と
認
識

※
事
業
の
対
象
と
す
る
CL
対
象
物
に
想
定
さ
れ
る

代
表
核
種
が
溶
融
に
よ
り
金
属
中
で
均
一
に
な
る

こ
と
を
確
認
及
び
メ
タ
ル
・
ス
ラ
グ
並
び
に
ダ
ス

ト
へ
の
核
種
移
行
割
合
を
確
認

申
請
に
必
要
な
デ
ー
タ
が
既
往
研
究
に

よ
り
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認

C
L測

定
・
評

価
認

可
等

申
請

申
請

準
備

C
L認

可
適

合
性

審
査

審
査
資
料

既
往

知
見

〔
A～

D〕
※

試
運
転

、
知
見
拡
充

【
補
足
】
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【参考】 本事業にかかる放射性廃棄物の「発生者責任」について 

これまで国内の CL 処理は、放射性廃棄物を発生させる発電⽤原⼦炉設置者が
⾃ら⾏ってきたが、本事業では、企業連合体が発電⽤原⼦炉設置者から発生する
放射性廃棄物（CL 推定物）の CL 処理を実施する。このため、放射性廃棄物の
管理責任が発電⽤原⼦炉設置者から企業連合体へ移管されることになるが、以下
のとおり、原⼦⼒政策⼤綱などにおいて、放射性廃棄物の「発生者責任」の原則が
定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
本事業では、発生者である「発電⽤原⼦炉設置者」と処理事業者である「企業

連合体」が、これらの原則に従い活動することを前提としている。 
原⼦⼒委員会のまとめた処理・処分の考え方などでは、発生者 処理事業者の

●原⼦⼒政策⼤綱（H17.10.11 原⼦⼒委員会）
放射性廃棄物の処理 処分に対する取組について（論点の整理） 

  （H17.2.23 原⼦⼒委員会新計画策定会議）
１．放射性廃棄物の処理 処分の基本的な考え方 
（１）発生者責任の原則 

放射性廃棄物の発⽣者はこれを安全に処理 処分する責任を有する。国は、この責任が
果たされるよう適切な関与を⾏う。 

●超ウラン核種を含む放射性廃棄物処理処分の基本的考え方（H12.3.23 原⼦⼒委員会）
第３章 処分事業の責任分担の在り方 諸制度の整備などについて 
１．責任分担の在り方と実施体制 

（略） 
 当該廃棄物は、発⽣者等の責任において安全かつ合理的な処分が実施されることが原則

である。発⽣者等は、⾃らの責任を踏まえ、処分の実現に向けお互いに協⼒し適切な対応をと
ることが重要である。 

 処分事業を⾏う者は、処分の安全な実施及び⻑期にわたる処分場の管理を⾏うに十分な
技術的 経済的能⼒が要求されるほか、処分の安全確保に関する法律上の責任を負うことにな
る。この際、発⽣者等は密接に協⼒し、安全かつ円滑な廃棄物の処分の推進に万全を期すこと
が必要である。このような考え方を踏まえ、廃棄物の安全かつ合理的な処分が実施できるよう、
処分の実施体制が確⽴される必要がある。（略） 

２．処分費用の確保 
 当該廃棄物は、発⽣者等の責任の下で安全かつ合理的に処分されることが原則であり、

発⽣者等はこれに必要となる適正な費用を確保しなければならない。（後略） 

●低レベル放射性廃棄物等の処理 処分に関する考え方について（⾒解）（R3.12.28 原⼦⼒委員会）
（３）処理 処分に当たって前提とすべき４つの原則 

① 発⽣者責任の原則 
放射性廃棄物の発⽣者は、これを安全に処理 処分する責任を有する。 
ただし、発生者と放射性廃棄物処理 処分実施者（廃棄事業者）が異なる場合には、

「汚染者負担の原則」を踏まえつつ、法令上の規定に照らし、それぞれの責任を明確にして処
理 処分を進める必要がある。 
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それぞれに求められるものを規定している。また、発生者と処理事業者の「それぞれの
責任を明確にして処理 処分を進める必要がある」とも規定している。 

発生者責任の原則では、処理事業者には処理を⾏うに十分な「技術的・経済的
能⼒ が要求され、その際、発生者は処理事業者と「密接に協⼒ することにより、放
射性廃棄物が発生者等の責任の下で、安全かつ合理的に処分されることを原則と
しており、発生者等はこれに必要となる「適正な費⽤」を確保するものとしている。 

本事業では、これらに従い以下のとおり設計する。 
まず、技術的事項については、処理事業者から発生者への⼈材派遣等の委託

発注や、発生者から処理事業者への出向など、何らかの形での協⼒により、安全に
放射性廃棄物を扱う技術的能⼒を付与・供出することで、処理事業者が本事業を
実施する上で十分な技術的能⼒を有する設計とし、QMS に基づいた保安管理のも
と、個々の現場作業を地元企業等で遂⾏する。 

次に、経済的事項については、処理量に応じた、発生者からの適切な費⽤の⽀
弁のみで事業が成⽴するよう事業設計しており、それ以外の収⼊源となる CL 物の販
売益等の不確定な要素を排除しても、経済的能⼒を有する事業設計とする。 
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『
発
生
者
責
任
の
原
則
』
に
お
け
る
発
生
者
と
処
理
事
業
者
の
関
係
性
に
つ
い
て

発
生
者

（
発
電
用
原
子
炉
設
置
者
）

処
理
事
業
者

（
企
業
連
合
体
）

保
安
規
定
変
更
認
可
審
査

（
事
業
所
外
廃
棄
）

責
任
の
明
確
化

廃
棄
物
管
理
事
業
審
査
（
管
理
の
方
法
、
QM

S等
）

保
安
規
定
認
可
審
査

①
密
接
に
協
力

②
適
正
な
費
用 適

正
な
処
理
費
用
の
支
弁

技
術
的
能
力

経
済
的
能
力 廃

棄
物
管
理
事
業
審
査
（
経
理
的
基
礎
）

廃
棄
物
管
理
事
業
審
査
（
技
術
的
能
力
等
）

技
術
力
付
与
の
実
施

原
子
力
委
員
会
の
ま
と
め
た
処
理
処
分
の
考
え
方
な
ど
で
は
、
発
生
者
、
処
理
事
業
者
の
そ
れ
ぞ
れ
に
求
め
ら
れ
る
も
の
を
規
定
。

ま
た
、
発
生
者
と
処
理
事
業
者
の
「
そ
れ
ぞ
れ
の
責
任
を
明
確
に
し
て
処
理
・
処
分
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
」
と
規
定
。

発
生
者
：
処
理
業
者
と
「
処
分
の
実
現
に
向
け
お
互
い
に
協
力
し
適
切
な
対
応
を
と
る
」
、
「
密
接
に
協
力
し
、
安
全
か
つ
円
滑
な
廃
棄
物
の
処
分
の

推
進
に
万
全
を
期
す
」
、
「
こ
れ
に
必
要
と
な
る
適
正
な
費
用
を
確
保
」
す
る
こ
と
な
ど
が
求
め
ら
れ
る
。

処
理
事
業
者
：
処
理
を
行
う
の
に
「
十
分
な
技
術
的
、
経
済
的
能
力
」
な
ど
が
求
め
ら
れ
る
。

【
参
考
】
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Ｃ
Ｌ
集
中
処
理
事
業
に
お
け
る
『
発
生
者
責
任
』
に
つ
い
て

発
生
者
(発
電
用
原
子
炉
設
置
者
)か
ら
処
理
事
業
者
(企
業
連
合
体
)へ
事
業
所
外
廃
棄
す
る
CL
推
定
物
(放
射
性
廃
棄
物
)は
、
以
下
の

前
提
で
事
業
成
立
を
検
討
。

①
放
射
性
廃
棄
物
の
管
理
事
業
（
一
点
鎖
線
）
は
、
発
生
者
に
よ
る
技
術
力
付
与
に
よ
り
、
発
生
者
と
同
等
の
管
理
の
も
と
、
個
々
の
現
場
作
業
を

地
元
企
業
等
で
遂
行
。

②
経
済
性
評
価
に
Ｃ
Ｌ
物
の
販
売
益
を
織
り
込
ま
ず
、
発
生
者
か
ら
の
費
用
支
弁
の
み
で
Ｃ
Ｌ
処
理
事
業
（
点
線
）
が
成
立
す
る
よ
う
事
業
設
計
。

こ
れ
に
よ
り
、
発
生
者
以
外
の
不
確
定
性
に
よ
り
、
事
業
成
立
は
影
響
を
受
け
ず
、
確
実
な
廃
棄
物
管
理
体
制
を
担
保
。

10

分
別
・

除
染
等

一
時
保
管

※

CL
物
検
認

一
時
保
管

溶
融
処
理

工
業
製
品

メ
ー
カ

A社 B社 C社

：
CL
集
中
処
理
事
業
「
内
」
で
実
施
す
る
事
業
範
囲

：
CL
集
中
処
理
事
業
内
で
発
生
す
る
放
射
性
廃
棄
物
の
業
務
範
囲

CL
推
定
物

CL
推
定
物

CL
推
定
物

発
生
者

（
発
電
用
原
子
炉
設
置
者
）

各
発
生
者
か
ら
新
規
事
業
主
体
へ
の
支
弁
【
②
】

技
術
力
付
与
範
囲
【
①
】

ダ
ス
ト
等

一
般
建
材

メ
ー
カ

廃
棄
事
業
者
等

※
 

溶
融

不
適

物
（

発
生

量
 

少
 

 
銅

  
 

 等
）

 
保

管
中

 
放

射
能

減
衰

  
廃

棄
物

 
CL

  
 

処
理

 
放

射
能

減
衰

しな
か

った
廃

棄
物

は
L3

とし
て

搬
出

。

溶
融
不
適
物

処
理
事
業
者

（
企
業
連
合
体
）

受
入

検
査

【
参
考
】
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